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地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
は

１１
月
９
日
、
９８
回
目
と
な
る
会
議

を
開
き
、
政
府
に
対
す
る
第
４
次

勧
告
を
取
り
ま
と
め
た
。
会
議
終

了
後
、
丹
羽
宇
一
郎
・
委
員
長

（
伊
藤
忠
商
事
会
長
）
は
、
西
尾

勝
・
委
員
長
代
理
（
東
京
市
政
調

査
会
理
事
長
）
と
と
も
に
首
相
官

邸
を
訪
れ
、
鳩
山
総
理
に
勧
告
を

手
交
し
た
。

【
関
連
記
事
を
２
面
に
掲
載
】

今
回
が
最
後
と
な
る
第
４
次
勧

告
の
メ
イ
ン
テ
ー
マ
は
「
地
方
税

財
政
」
。
本
文
を
「
当
面
の
課
題
」

「
中
長
期
の
課
題
」
の
２
つ
に
分

け
、
地
方
交
付
税
の
法
定
率
引
上

げ
な
ど
を
答
申
し
た
。

「
当
面
の
課
題
」
で
は
、
平
成

２２
年
度
政
府
予
算
編
成
に
向
け
▽

地
方
交
付
税
の
総
額
確
保
▽
同
交

付
税
の
法
定
率
引
上
げ
▽
直
轄
事

業
負
担
金
制
度
の
改
革
▽
自
治
体

へ
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
と
必
要

な
財
源
等
の
確
保
―
―
な
ど
を
提

言
。
こ
の
ほ
か
、
法
制
化
前
で
の

国
と
地
方
の
事
実
上
の
協
議
の
開

始
に
つ
い
て
も
取
り
上
げ
た
。

「
中
長
期
の
課
題
」
と
し
て
は

▽
地
方
税
制
改
革
▽
国
庫
補
助
負

担
金
の
整
理
▽
地
方
六
団
体
が
提

唱
し
て
い
る
「
地
方
共
有
税
」
構

想
を
土
台
に
し
た
制
度
改
革
▽
地

方
交
付
税
の
法
定
率
引
上
げ
▽

「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
で
の

地
方
財
政
計
画
・
地
方
交
付
税
総

額
な
ど
の
意
見
交
換
の
早
急
な
慣

行
化
―
―
な
ど
を
提
言
し
た
。

第
４
次
勧
告
の
取
り
ま
と
め
に

あ
た
り
、
分
権
委
の
意
見
集
約
を

図
る
う
え
で
は
「
本
委
員
会
の
目

的
は
、
地
方
の
財
源
改
善
が
目
的

で
は
な
い
。
地
方
交
付
税
の
法
定

率
引
上
げ
は
、
恒
久
的
な
こ
と
と

考
え
る
と
適
切
で
な
い
」
「
（
国

も
苦
し
い
）
地
方
の
苦
し
い
立
場

を
取
り
上
げ
る
だ
け
で
は
い
け
な

い
」
な
ど
の
意
見
が
出
さ
れ
た
。

こ
れ
ら
の
意
見
に
対
し
丹
羽
委

員
長
は
「
基
本
は
事
務
権
限
の
移

譲
（
に
伴
う
財
源
措
置
）」
と
し
、

国
か
ら
財
源
を
奪
う
目
的
の
提
言

で
は
な
い
と
の
認
識
を
示
し
た
。

分
権
委
は
今
後
、
４
次
に
わ
た

る
勧
告
に
対
す
る
政
府
の
取
組
み

状
況
を
監
視
し
て
い
く
予
定
。

総
務
省
は
１１
月
２
日
、
第
４
回

地
方
議
会
議
員
年
金
制
度
検
討
会

を
開
き
、
藤
田
�
之
・
市
議
会
議

員
共
済
会
特
別
顧
問
（
前
会
長
・

広
島
市
議
会
議
長
）
ら
委
員
に
対

し
、
制
度
存
続
に
向
け
た
見
直
し

案
、
廃
止
す
る
場
合
の
考
え
方
な

ど
を
示
し
た
。
Ａ
案
・
Ｂ
案
と
し

て
示
さ
れ
た
見
直
し
案
は
、
い
ず

れ
も
収
入
・
支
出
両
面
を
見
直

し
、
年
金
財
政
の
健
全
化
を
図
ろ

う
と
い
う
も
の
。

Ａ
案
は
支
出
面
で
、
都
道
府
県

・
市
町
村
と
も
給
付
水
準
を
概
ね

１０
％
引
き
下
げ
る
。
ま
た
、
特
に

財
政
状
況
の
厳
し
い
市
町
村
に
つ

い
て
は
、
収
入
面
で
▽
掛
金
１６
％

↓
１７
・
５
％
▽
特
別
掛
金
７
・
５

％
↓
１３
％
▽
給
付
費
負
担
金
１２
％

↓
１４
・
５
％
▽
激
変
緩
和
負
担
金

（
合
併
特
例
）
４
・
５
％
↓
７
・

８
％
―
―
へ
と
率
を
引
き
上
げ
収

支
改
善
を
目
指
す
。
た
だ
し
、
適

用
期
間
は
平
成
２３
年
度
か
ら
３０
年

度
ま
で
。
以
降
は
▽
掛
金
１６
・
５

％
▽
特
別
掛
金
９
％
▽
給
付
費
負

担
金
１３
％
▽
激
変
緩
和
負
担
金
６

・
８
％
―
―
へ
と
引
き
下
げ
る
。

一
方
、
Ｂ
案
で
は
支
出
面
で
、

都
道
府
県
・
市
町
村
と
も
給
付
水

準
を
概
ね
５
％
引
き
下
げ
る
。
ま

た
、
市
町
村
に
つ
い
て
は
、
収
入

面
で
現
行
率
か
ら
▽
掛
金
１７
％
▽

特
別
掛
金
１０
％
▽
給
付
費
負
担
金

１４
％
▽
激
変
緩
和
負
担
金
１４
％
―

―
へ
と
引
き
上
げ
る
こ
と
で
、
収

支
改
善
を
目
指
す
。

年
金
財
政
の
改
善
が
喫
緊
の
課

題
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
給
付
や
負

担
の
見
直
し
が
検
討
さ
れ
る
。
し

か
し
Ａ
・
Ｂ
案
は
、
身
を
も
っ
て

合
併
に
協
力
し
た
市
町
村
議
員
に

対
し
厳
し
い
内
容
。
藤
田
顧
問
は

検
討
会
で
「
合
併
に
よ
る
共
済
会

の
財
政
悪
化
を
、
ど
う
し
て
現
職

議
員
が
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
の
か
」
「
掛
金
率
と
公
費
負
担

金
率
は
５
対
５
（
が
原
則
）
」
と

訴
え
た
。
合
併
特
例
法
の
規
定
に

基
づ
く
国
の
適
切
な
措
置
が
望
ま

れ
る
。
検
討
会
報
告
は
１２
月
末
に

ま
と
め
ら
れ
る
予
定
。

（
検
討
会
議
事
録
と
資
料
は
総
務

省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
）

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）
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第第
４４
次次
勧勧
告告
まま
とと
まま
るる

政
府
の
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会

存存続続でで２２案案提提示示
第４回地方議会議員年金制度検討会

総総務務省省

市共済会から藤田特別顧問（前会長・広島市）が委員として出席（右）

地方分権改革推進委員会
丹羽宇一郎・委員長

（１） 平成２１年１１月１５日 第１７４２号



政
府
の
地
方
分
権
改
革
推
進
委

員
会
が
１１
月
９
日
、
第
４
次
勧
告

を
ま
と
め
た
。
副
題
は
「
自
治
財

政
権
の
強
化
に
よ
る
『
地
方
政

府
』
の
実
現
へ
」。

副
題
が
指
し
示
す
と
お
り
今
回

の
勧
告
で
は
、
分
権
型
社
会
に
相

応
し
い
「
地
方
政
府
」
の
実
現
に

向
け
、
自
治
財
政
権
の
確
立
を
目

指
し
た
。

自
治
財
政
権
を
確
立
す
る
た
め

に
は
、
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保

が
不
可
欠
。
そ
こ
で
第
４
次
勧
告

で
は
▽
税
源
移
譲
▽
国
庫
補
助
負

担
金
▽
地
方
交
付
税
▽
地
方
債
―

―
に
つ
い
て
一
体
的
に
検
討
す
る

と
と
も
に
、
地
域
間
の
財
政
力
格

差
を
是
正
す
る
取
組
み
が
重
要
で

あ
る
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
消
費
税
と
地
方
消
費
税

の
あ
り
方
を
中
心
と
し
、
国
税
と

地
方
税
を
通
じ
た
税
制
全
般
の
抜

本
的
改
革
が
不
可
避
と
位
置
付
け

て
い
る
。

地
方
税
財
政
の
諸
課
題
に
つ
い

て
第
４
次
勧
告
で
は
「
当
面
の
課

題
」
と「
中
長
期
の
課
題
」の
２
つ

に
区
分
。現
下
の
我
が
国
財
政
が
、

平
成
２１
年
度
末
で
国
と
地
方
を
合

わ
せ
赤
字
額
８
１
６
兆
円
に
も
達

す
る
見
込
み
の
中
、「
地
方
交
付

税
の
総
額
の
確
保
及
び
法
定
率
の

引
上
げ
」
が
、
解
決
す
べ
き
当
面

の
課
題
と
し
て
掲
げ
ら
れ
た
。

交
付
税
の
法
定
税
率
引
上
げ
に

つ
い
て
は
「
中
長
期
の
課
題
」
と

し
て
も
掲
げ
ら
れ
て
い
る
が
、

「
当
面
の
課
題
」
と
し
て
も
掲
げ

ら
れ
た
の
は
何
故
か
。
地
方
の
財

源
不
足
が
１０
年
以
上
も
の
長
き
に

わ
た
り
、
続
い
て
い
る
た
め
だ
。

こ
れ
ま
で
は
毎
年
度
の
巨
額
に

及
ぶ
地
方
の
財
源
不
足
に
対
し
、

臨
時
財
政
対
策
債
や
特
例
加
算
な

ど
の
暫
定
措
置
で
対
処
し
て
き

た
。
地
方
の
財
源
不
足
は
、
も
は

や
恒
常
化
し
て
い
る
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
抜
本
的
改
革
が
講
じ
ら
れ

て
こ
な
か
っ
た
。

地
方
交
付
税
法
第
６
条
の
３
第

２
項
で
は
、
普
通
交
付
税
総
額
が

地
方
の
実
態
と
適
合
し
な
く
な
っ

た
場
合
、
交
付
税
の
原
資
と
な
る

国
税
５
税
に
つ
い
て
、
交
付
税
に

充
当
す
る
法
定
率
を
変
更
す
る
よ

う
定
め
て
い
る
。
既
に
交
付
税
総

額
が
不
足
し
て
い
る
こ
と
は
明

白
。
毎
年
度
、
交
付
税
総
額
が
不

足
す
る
異
常
事
態
か
ら
早
急
に
脱

却
す
る
必
要
が
あ
る
。

分
権
委
が
勧
告
に
法
定
率
引
上

げ
を
掲
げ
た
根
拠
は
、
同
法
の
規

定
を
踏
ま
え
た
も
の
で
あ
り
、
ま

さ
に
正
当
と
い
え
よ
う
。

六六
団団
体体
がが
声声
明明
発発
表表

第
４
次
勧
告
で
は
「
当
面
の
課

題
」
と
し
て
、
地
方
交
付
税
の
法

定
率
引
上
げ
の
ほ
か
、
国
と
地
方

の
事
実
上
の
協
議
の
早
急
な
開
始

の
必
要
性
が
明
記
さ
れ
る
な
ど
、

地
方
六
団
体
が
実
現
を
求
め
て
き

た
項
目
が
提
言
さ
れ
た
。

ま
た
、「
中
長
期
の
課
題
」
と

し
て
、
歳
入
時
点
で
は
「
国
が
６

で
地
方
が
４
」
の
割
合
だ
が
、
歳

出
時
点
で
は
「
国
が
４
で
地
方
が

６
」
の
割
合
を
是
正
す
る
た
め
、

当
初
目
標
と
し
て
「
国
と
地
方
の

税
源
配
分
５
対
５
」
を
掲
げ
た
ほ

か
、
地
方
消
費
税
の
充
実
も
提
言

さ
れ
た
。

六
団
体
が
勧
告
を
受
け
発
表
し

た
声
明
で
は
「
地
方
分
権
改
革
推

進
委
員
会
に
対
し
、
深
く
感
謝
申

し
上
げ
る
」
と
の
文
言
が
盛
り
込

ま
れ
た
。
分
権
委
が
六
団
体
の
主

張
を
真
摯
に
受
け
止
め
、
分
権
型

社
会
の
実
現
に
向
け
鋭
意
、
努
力

し
た
姿
勢
を
評
価
す
る
言
葉
だ
。

政
府
は
４
次
に
わ
た
る
勧
告
を

重
く
受
け
止
め
る
べ
き
だ
ろ
う
。

本
日
、
地
方
分
権
改
革
推
進
委

員
会
は
、
地
方
税
財
政
に
関
す
る

当
面
の
課
題
と
中
長
期
の
課
題
を

中
心
に
第
４
次
勧
告
を
取
り
ま
と

め
ら
れ
た
。

勧
告
で
示
さ
れ
た
当
面
の

課
題
の
う
ち
、
地
方
交
付
税

に
つ
い
て
、
そ
の
法
定
率
の

引
上
げ
を
含
む
総
額
の
確
保

や
、
国
と
地
方
の
事
実
上
の

協
議
の
早
急
な
開
始
の
必
要

性
が
明
記
さ
れ
た
。
こ
れ
ら

は
現
下
の
地
方
の
行
財
政
運

営
に
大
き
な
影
響
の
あ
る
課

題
で
あ
り
、
政
府
に
お
い
て

は
、
本
勧
告
を
踏
ま
え
、
必

要
な
措
置
を
速
や
か
に
具
体

化
す
る
と
と
も
に
、
三
位
一

体
改
革
に
伴
い
削
減
さ
れ
た

地
方
交
付
税
の
復
元
・
増
額

を
図
る
よ
う
強
く
求
め
る
。

中
長
期
の
課
題
で
は
、
国

と
地
方
の
税
源
配
分
を
５
対
５
と

す
る
税
制
改
革
が
今
後
の
改
革
の

当
初
目
標
と
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、

「
地
域
主
権
」
の
確
立
の
た
め
に

必
要
不
可
欠
で
あ
る
。
地
方
自
治

体
が
担
う
住
民
に
身
近
な
行
政
サ

ー
ビ
ス
に
必
要
な
一
般
財
源
総
額

の
確
保
の
た
め
に
も
、
実
現
を
図

る
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
地

方
六
団
体
が
提
唱
し
た
「
地

方
共
有
税
」
構
想
を
土
台
と

し
て
、
地
方
交
付
税
の
改
革

論
議
を
深
め
て
い
く
こ
と
を

政
府
に
求
め
て
お
り
、
今
後

の
検
討
に
期
待
す
る
。

こ
の
第
４
次
勧
告
が
、
地

方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
が

政
府
に
対
し
て
行
う
最
終
勧

告
と
さ
れ
た
。
２
年
半
余
、

精
力
的
に
議
論
を
重
ね
、
勧

告
等
を
ま
と
め
て
き
た
地
方

分
権
改
革
推
進
委
員
会
に
対

し
、
深
く
感
謝
申
し
上
げ

る
。地

方
分
権
改
革
に
終
わ
り

は
な
い
。
分
権
型
社
会
の
実

現
に
向
け
て
、
我
々
も
一
層
の
努

力
を
重
ね
て
い
く
所
存
で
あ
る
。

平
成
２１
年
１１
月
９
日

地
方
六
団
体

地地方方分分権権改改革革推推進進委委員員会会
のの第第４４次次勧勧告告ににつついいてて

地地
方方
税税
財財
政政
でで
分分
権権
委委
がが
勧勧
告告

地
方
交
付
税
の
法
定
率
引
上
げ
盛
り
込
む

第４次勧告をまとめた第９８回委員会のもよう

鳩山総理へ手交【写真提供＝内閣広報室】

第１７４２号 平成２１年１１月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
（
会
長
�
三
島
進
・
松

江
市
議
会
議
長
）は
１０
月
２８
日
、東

京
・
都
市
セ
ン
タ
ー
会
館
で「
地
域

医
療
政
策
セ
ミ
ナ
ー
」を
開
い
た
。

全
国
か
ら
協
議
会
加
盟
市
の
議

長
・
副
議
長
を
は
じ
め
、
議
員
、
自

治
体
病
院
関
係
者
約
３
６
０
人
が

参
加
。
度
重
な
る
医
療
制
度
の
改

革
や
診
療
報
酬
の
見
直
し
等
に
よ

り
、
自
治
体
病
院
が
厳
し
い
経
営

を
強
い
ら
れ
て
い
る
な
か
、
地
域

医
療
の
中
心
的
役
割
を
担
い
続
け

て
い
く
た
め
の
方
策
を
探
っ
た
。

当
日
は
、
厚
生
労
働
省
の
唐
澤

剛
・
大
臣
官
房
審
議
官
が
「
今
後

に
お
け
る
地
域
医
療
政
策
の
課

題
」
に
つ
い
て
、
済
生
会
栗
橋
病

院
の
本
田
宏
・
副
院
長
が「
地
域
医

療
の
再
生
」に
つ
い
て
講
演
し
た
。

唐
澤
審
議
官
は
、
日
本
の
医
療

制
度
に
つ
い
て
�
国
民
皆
保
険
�

希
望
す
る
病
院
の
医
療
を
受
け
ら

れ
る
フ
リ
ー
ア
ク
セ
ス
―
―
こ
の

２
つ
の
仕
組
み
を
同
時
に
実
施
し

て
い
る
世
界
で
唯
一
の
国
で
あ
る

と
説
明
。
２
つ
の
仕
組
み
を
ど
う

維
持
し
て
い
く
か
が
大
き
な
課
題

と
な
っ
て
い
る
と
述
べ
た
。

本
田
副
院
長
は
、
こ
の
ま
ま
で

は
日
本
医
療
の
崩
壊
は
必
至
で
あ

り
、
医
療
現
場
か
ら
も
声
を
大
に

し
て
情
報
発
信
す
る
重
大
性
を
説

い
た
。

広
域
行
政
圏
市
議
会
協
議
会

（
会
長
�
上
野
敏
郎
・
帯
広
市
議
会

議
長
）は
１１
月
５
日
、東
京
・
全
国

都
市
会
館
で
理
事
会
を
開
き
、
平

成
２２
年
度
政
府
予
算
に
お
け
る
広

域
行
政
圏
関
連
施
策
に
つ
い
て
の

要
望
を
決
定
、
総
務
省
な
ど
関
係

方
面
に
要
望
運
動
を
行
っ
た
。

広
域
行
政
圏
は
こ
れ
ま
で
、
各

市
町
村
の
様
々
な
行
政
課
題
に
対

し
、
行
政
の
効
率
化
及
び
住
民
サ

ー
ビ
ス
の
向
上
に
努
め
て
き
た
。

今
後
も
引
き
続
き
、
地
域
再
生
と

活
性
化
に
向
け
役
割
を
担
う
も
の

で
あ
り
、
広
域
行
政
圏
施
策
の
取

り
組
み
に
対
し
適
切
な
財
政
支
援

措
置
が
必
要
で
あ
る
。

そ
の
た
め
要
望
で
は
▽
広
域
行

政
圏
施
策
の
取
組
の
適
切
な
財
政

支
援
措
置
▽
地
域
活
性
化
事
業
債

の
拡
充
強
化
▽
広
域
交
通
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
整
備
及
び
地
域
医
療
体

制
の
確
保
等
の
行
政
施
策
に
対
す

る
財
政
支
援
措
置
の
拡
充
強
化
―

―
の
３
項
目
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

こ
の
ほ
か
会
議
で
は
、
総
会
の

運
営
、
同
協
議
会
の
今
後
の
あ
り

方
な
ど
に
つ
い
て
協
議
し
た
。
会

議
終
了
後
、
正
副
会
長
、
相
談
役

は
、
総
務
省
の
鈴
木
康
雄
・
事
務

次
官
に
面
談
す
る
な
ど
要
望
の
実

現
を
求
め
実
行
運
動
を
行
っ
た
。

当
日
は
総
務
省
自
治
行
政
局
の

新
田
一
郎
・
市
町
村
課
理
事
官
が

「
広
域
行
政
を
め
ぐ
る
最
近
の
動

向
」
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

本
会
な
ど
が
加
盟
す
る
専
門
図

書
館
協
議
会
（
会
長
�
岡
村
正
・

東
京
商
工
会
議
所
会
頭
）
は
１０
月

２２
・
２３
の
両
日
、
東
京
・
都
道
府

県
会
館
で
平
成
２１
年
度
の
「
地
方

議
会
図
書
室
等
職
員
セ
ミ
ナ
ー
」

を
開
催
し
た
。

今
回
は
、「
議
会
図
書
室
の
機

能
強
化
〜
専
門
図
書
館
と
し
て
の

利
用
者
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
」
を
テ

ー
マ
に
、
全
国
都
道
府
県
議
長
会

と
全
国
市
議
会
議
長
会
の
協
力
に

よ
り
開
催
し
た
も
の
。
全
国
か
ら

２３
の
都
道
府
県
、
政
令
市
の
議
会

図
書
室
職
員
ら
が
参
加
し
た
。

初
日
は
、
開
会
、
オ
リ
エ
ン
テ

ー
シ
ョ
ン
に
続
き
、
昭
和
女
子
大

学
教
授
兼
図
書
館
長
の
大
串
夏
身

氏
よ
り
「
今
、
求
め
ら
れ
る
議
会

図
書
室
の
情
報
サ
ー
ビ
ス
と
は
」

と
題
す
る
講
演
が
行
わ
れ
た
�
写

真
。
最
後
に
、
国
立
国
会
図
書
館

国
会
分
館
塚
田
課
長
補
佐
を
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
に
、
参
加
者
全
員
が

「
議
会
図
書
室
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
事

例
」
を
発
表
し
た
。

２
日
目
は
各
分
野
の
活
動
事
例

と
し
て
、
独
立
行
政
法
人
日
本
貿

易
振
興
機
構
貿
易
投
資
相
談
セ
ン

タ
ー
専
任
調
査
役
の
長
島
麻
子
氏

よ
り
「
時
代
の
要
請
に
即
し
た
ビ

ジ
ネ
ス
・
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
の
取
組

み
〜
よ
り
良
い
サ
ー
ビ
ス
を
目
指

し
て
〜
」
並
び
に
財
団
法
人
東
京

市
政
調
査
会
市
政
専
門
図
書
館
企

画
調
査
室
長
の
田
村
靖
広
氏
よ
り

「
利
用
者
サ
ー
ビ
ス
の
拡
大
�
市

政
専
門
図
書
館
の
取
組
み
」
と
題

し
た
講
演
が
あ
っ
た
。

初
日
に
行
わ
れ
た
参
加
者
全
員

に
よ
る
「
議
会
図
書
室
レ
フ
ァ
レ

ン
ス
事
例
研
究
」
で
は
、
各
参
加

者
が
、
議
員
又
は
議
会
職
員
、
執

行
部
職
員
、
一
般
な
ど
か
ら
依
頼

を
受
け
た
最
近
の
レ
フ
ァ
レ
ン
ス

例
に
つ
い
て
、「
う
ま
く
処
理
で

き
た
と
思
う
も
の
」
と
「
う
ま
く

処
理
で
き
な
か
っ
た
と
思
う
も

の
」
に
立
て
分
け
て
具
体
例
を
挙

げ
て
報
告
し
た
。

具
体
例
は
分
類
す
る
と
�
指
定

文
献
�
文
献
紹
介
�
事
実
調
査
�

デ
ー
タ
統
計
�
議
会
・
法
令
―
―

な
ど
９
類
型
に
及
び
、
参
加
者
が

対
処
し
た
照
会
内
容
や
、
回
答
の

内
容
、
回
答
プ
ロ
セ
ス
、
調
査
に

要
し
た
時
間
な
ど
を
報
告
す
る
と

と
も
に
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
を
交

え
、
意
見
を
交
換
し
た
。

地
域
医
療
の
再
生
め
ざ
し
て

病
院
協
が
医
療
政
策
セ
ミ
ナ
ー
開
催

適
切
な
財
政
支
援
措
置
を

広
域
行
政
圏
協
が
理
事
会

議
会
図
書
室
の
機
能
強
化

専
図
協
が
職
員
セ
ミ
ナ
ー
開
催

あいさつする上野・広域圏協会長

講演する大串教授

セ
ミ
ナ
ー
で
の
講
演
の
も
よ
う

（３） 平成２１年１１月１５日 第１７４２号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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議議
会会
人人
事事

本
会
で
は
こ
の
ほ
ど
、
各
市
議
会
か
ら
任
意
に
提
供
さ
れ
た
意
見
書
・
決
議
を
も
と
に
、
９
月
定
例
会

を
中
心
と
し
た
意
見
書
・
決
議
の
議
決
状
況
を
ま
と
め
た
。
本
紙
で
は
（
上
）
と
（
下
）
に
分
け
、
今
号

に
は
（
上
）
を
掲
載
す
る
。
（
上
）
で
は
、
新
政
権
の
発
足
に
よ
り
政
策
・
制
度
の
変
更
が
進
め
ら
れ
る

な
か
、
地
方
自
治
の
継
続
性
を
守
る
た
め
の
予
算
執
行
を
求
め
る
意
見
書
が
急
増
し
て
い
る
。

８
月
３０
日
の
衆
議
院
選
挙
で
民

主
党
が
圧
倒
的
勝
利
を
収
め
、
民

主
党
を
中
心
と
し
た
新
政
権
が
誕

生
。
９
月
１６
日
に
鳩
山
由
紀
夫
・

民
主
党
代
表
が
第
９３
代
内
閣
総
理

大
臣
に
就
任
し
、
同
日
、
鳩
山
新

内
閣
が
発
足
し
た
。

新
政
権
の
発
足
と
と
も
に
、
民

主
党
が
示
し
て
い
る
マ
ニ
フ
ェ
ス

ト
に
沿
っ
て
、
政
策
の
見
直
し
、

税
制
の
改
革
や
制
度
の
変
更
が
進

め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

一
方
、
前
政
権
下
に
お
い
て
、

未
曽
有
の
経
済
危
機
を
克
服
す
る

た
め
に
平
成
２１
年
度
予
算
及
び
同

年
度
第
１
次
補
正
予
算
が
可
決
成

立
し
て
お
り
、
地
方
自
治
体
に
よ

っ
て
は
、
既
に
関
係
事
業
を
執
行

中
、
あ
る
い
は
執
行
準
備
が
完
了

し
、
当
該
事
業
者
の
広
報
・
周
知

が
済
ん
で
い
る
と
こ
ろ
も
あ
る
。

新
政
権
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ら
の

経
済
危
機
対
策
事
業
の
予
算
執
行

が
見
直
さ
れ
る
こ
と
に
な
れ
ば
、

自
治
の
混
乱
を
招
く
ば
か
り
で
な

く
、
経
済
対
策
の
効
果
に
影
響
を

及
ぼ
す
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。

こ
の
た
め
意
見
書
で
は
、
政
策

の
見
直
し
、
税
制
の
改
革
、
制
度

の
変
更
に
当
た
っ
て
は
、
自
治
体

が
進
め
て
き
た
施
策
や
事
業
に
つ

い
て
、
財
源
問
題
で
執
行
に
支
障

が
生
じ
な
い
よ
う
求
め
て
い
る
。

▼
議
長

▽
益
田

前
田

士（
９
・
２
）

▽
秦
野

高
橋
文
雄（
９
・
３
）

▽
柏

成
島

孝（
９
・
４
）

▽
八
幡
浜

萩
森
良
房（
９
・
４
）

▽
珠
洲

茅
山
一
男（
９
・
７
）

▽
千
葉

佐
々
木
久
昭（
９
・
７
）

▽
交
野

�
坂
泰
彦（
９
・
７
）

▽
小
矢
部

沼
田
信
良（
９
・
８
）

▽
有
田

田
中
賢
司（
９
・
９
）

▽
根
室

波
多
雄
志（
９
・
１５
）

▼
副
議
長

▽
越
前

前
田
一
博（
９
・
２
）

▽
益
田

波
田
�
機（
９
・
２
）

▽
大
竹

原
田

博（
９
・
２
）

▽
秦
野

村
上

茂（
９
・
３
）

▽
柏

林

伸
司（
９
・
４
）

▽
八
幡
浜

清
水
正
治（
９
・
４
）

▽
珠
洲

上
野
良
夫（
９
・
７
）

▽
交
野

新

雅
人（
９
・
７
）

▽
小
矢
部

高
橋
庸
佳（
９
・
８
）

▽
有
田

北
裏
博
己（
９
・
９
）

▽
廿
日
市

丸
山
孝
昭（
９
・
１４
）

▽
根
室

竹
内
正
利（
９
・
１５
）

議会

意見書・決議の議決状況（上） （２１．８．１～１０．３１）

決 議

【税・財政】 【 １４０】 【 １】
○地方自治の継続性を守るための平成２１年 ９７ ―
度補正予算の適正な執行
○安心社会実現のため平成２２年度予算の確保 ２０ ―
○自営業者の家族労働を必要経費とする １０ ―
○地方財政の充実・強化・確保 ８ ―
○その他 ５ １
【地方行政・議会・選挙】 【 ４６】 【 ５】
○地方分権改革推進計画策定と新分権一括 １６ ―
法制定
○新たな過疎対策法の制定 ９ ―
○衆議院の比例定数削減反対 ３ ―
○その他 １８ ５
【医療・保健衛生】 【 １４０】 【 ３】
○細菌性髄膜炎の定期予防接種化 ３１ ―
○肝炎対策のための基本法の制定及び患者の救済 １９ ―
○保険でよい歯科医療の実現 １３ ―
○新型インフルエンザ対策の強化 １２ ―
○歯科海外技工物の品質と安全確保 ７ ―
○子どもの医療費無料 ７ ―
○肺炎球菌ワクチンの早期承認と定期予防接種化 ６ ―
○国民健康保険に対する国庫負担の増額など ５ ―
○公的医療機関の安定経営と地域医療確保 ５ ―
○その他 ３５ ３
【教育・文化】 【 １７２】 【 ０】
○私学助成制度の充実 ４８ ―
○教育予算の拡充 ３５ ―
○義務教育費国庫負担制度の堅持など ２４ ―
○学級規模の縮小と時期定数改善計画 ２１ ―
○３０人学級の実現 １０ ―
○奨学金制度の充実 ８ ―
○保護者負担の軽減と就学支援に関わる制 ６ ―
度の拡充
○その他 ２０ ―
【農林・水産】 【 ６３】 【 ０】
○日米ＦＴＡ（自由貿易協定）反対など ３０ ―
○厳しさを増す森林・林業・木材産業の活 ６ ―
性化
○米価暴落に歯止めをかける緊急対策 ５ ―
○その他 ２２ ―
【公害・環境保全】 【 １６】 【 ０】
○「気候保護法」等の制定 ６ ―
○産廃処理施設反対 ３ ―
○石綿被害の早期解決と被害者救済 ２ ―
○その他 ５ ―
【合 計】 【 ５７７】 【 ９】
【総合計】 【 ８７９】 【 ３８】

意見書件 名

「
地
方
自
治

の
継
続
性

守
る
た
め
の
予
算
執
行
」急
増

９９
月月
定定
例例
会会
のの

意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況

（上）
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